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【目的別】

【
財
政
用
語
解
説
】

▼
自
主
財
源
…
団
体
が
自
主
的
に
収
入
し

う
る
財
源
。
地
方
税
、
使
用
料
・
手
数
料
、

繰
入
金
、
繰
越
金
な
ど
。

▼
依
存
財
源
…
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
る

財
源
。
地
方
交
付
税
、
国
庫
・
県
支
出
金
、

地
方
債
な
ど
。

▼
地
方
債
…
町
が
財
政
収
入
の
不
足
を
補

う
た
め
、
資
金
を
外
部
か
ら
調
達
す
る
こ
と

で
負
担
す
る
債
務
。
償
還
は
複
数
年
度
に
ま

た
が
る
た
め
、
将
来
、
便
益
を
受
け
る
こ
と

と
な
る
後
世
代
の
住
民
と
現
世
代
の
住
民

と
の
間
で
負
担
を
分
か
つ
こ
と
が
で
き
る
。

▼
目
的
別
分
類
…
予
算
科
目
の
款
・
項
を

基
準
に
し
つ
つ
、
行
政
目
的
に
着
目
し
て

分
類
す
る
方
法
。

▼
性
質
別
分
類
…
予
算
科
目
の
節
を
基
準

に
し
つ
つ
、
経
済
的
性
質
に
着
目
し
て
分

類
す
る
方
法
。

▼
形
式
収
支
…
歳
入
決
算
総
額
か
ら
歳
出

決
算
総
額
を
差
し
引
い
た
額
。
収
支
計
算

の
基
礎
と
な
る
。

▼
実
質
収
支
…
形
式
収
支
か
ら
翌
年
度
へ

繰
越
す
べ
き
財
源
を
除
い
た
も
の
。
当
該
年

度
に
属
す
べ
き
収
入
と
支
出
と
の
実
質
的

な
差
額
。
黒
字
団
体
や
赤
字
団
体
と
い
う
場

合
は
、
こ
の
実
質
収
支
に
よ
り
判
断
す
る
。

▼
純
剰
余
金
…
通
常
は
実
質
収
支
の
こ
と

を
い
う
が
、
こ
こ
で
は
基
金
積
立
分
を
除
い

た
翌
年
度
会
計
に
繰
越
し
て
一
般
財
源
と
し

て
使
用
で
き
る
も
の
を
い
う
こ
と
と
す
る
。

財
政
力
指
数

　

標
準
的
な
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
た
め
に
必

要
な
財
源
を
、
ど
れ
だ
け
自
力
で
調
達
で

き
る
か
を
示
す
指
標
。
０
・
４
未
満
の
場
合

は
過
疎
団
体
の
一
要
件
と
す
る
な
ど
、
国

が
財
政
援
助
の
程
度
を
決
定
す
る
と
き
の

指
標
と
し
て
用
い
ら
れ
ま
す
。

特別会計の決算状況

国民健康
保険事業

後期高齢者
医療事業 簡易水道事業 介護保険事業 恒久対策事業 宅地造成事業

歳入 10 億 8,428 万円 7,919 万円 ３億 2,238 万円 ８億 2,771 万円 1,650 万円 2,878 万円

歳出 ８億 1,174 万円 7,787 万円 ３億 1,381 万円 ７億 5,543 万円 1,513 万円 1,122 万円

一般会計からの
繰入金 6,802 万円 3,253 万円 2,729 万円 1 億 1,750 万円 0 万円 0 万円

年度 単年度
（３か年平均）

27 0.20（0.19）

28 0.21 （0.20）

29 0.22 （0.21）

30 0.22 （0.22）

元 0.24 （0.23）

議会費（1.9％）
5,811 万円

　　　民生費（26.3％）　　　民生費（26.3％）
　　　８億 1,435 万円　　　８億 1,435 万円

衛生費（7.9％）衛生費（7.9％）
２億 4,402 万円２億 4,402 万円

農林水産業費（8.3％）農林水産業費（8.3％）
２億 5,617 万円２億 5,617 万円

公債費（8.1％）公債費（8.1％）
２億 5,674 万円２億 5,674 万円

災害復旧費（0.2％）災害復旧費（0.2％）
573 万円573 万円

総務費（19.9％）総務費（19.9％）
６億 1,654 万円６億 1,654 万円

商工費（4.7％）商工費（4.7％）
１億 4,552 万円１億 4,552 万円

土木費（7.7％）土木費（7.7％）
２億 3,811 万円２億 3,811 万円

消防費（4.8％）消防費（4.8％）
1 億 4,993 万円1 億 4,993 万円

教育費（10.2％）教育費（10.2％）
３億 1,518 万円３億 1,518 万円

歳入

　

本
町
で
は
毎
年
２
回
、
町
の
財
政
運
営
の
実
態

を
公
表
し
て
い
ま
す
。
今
回
は
、
９
月
定
例
議
会

で
認
定
さ
れ
た
令
和
元
年
度
の
一
般
会
計
と
６
つ

の
特
別
会
計
の
決
算
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

問
総
務
課
財
政
班　

　
　

☎
７
８
‐
３
１
１
１
（
内
２
１
５
）

決
算
公
表

人件費（21.8％）人件費（21.8％）
6 億 7,518 万円6 億 7,518 万円

物件費（12.1％）物件費（12.1％）
3 億 7,598 万円3 億 7,598 万円

維持補修費（1.5％）維持補修費（1.5％）
4,622 万円4,622 万円

扶助費（12.3％）扶助費（12.3％）
3 億 8,194 万円3 億 8,194 万円補助費等（15.9％）補助費等（15.9％）

４億 9,272 万円４億 9,272 万円

普通建設事業費（19.4％）普通建設事業費（19.4％）
６億 63 万円６億 63 万円

公債費（8.3％）公債費（8.3％）
2 億 5,674 万円2 億 5,674 万円

積立金（0.3％）
929 万円

繰出金（8.2％）繰出金（8.2％）
２億 5,555 万円２億 5,555 万円

【性質別】

災害復旧事業費（0.2％）災害復旧事業費（0.2％）
615 万円615 万円

町税（13.0％）町税（13.0％）
４億 2,278 万円４億 2,278 万円

分担金・負担金
使用料・手数料（2.4％）
7,666 万円

財産収入・財産収入・
その他（9.6％）その他（9.6％）
3 億 1,348 万円3 億 1,348 万円

地方交付税（46.2％）地方交付税（46.2％）
15 億 168 万円15 億 168 万円

県支出金（8.4％）県支出金（8.4％）
２億 7,395 万円２億 7,395 万円

各種交付金・各種交付金・
地方贈与税（3.7％）地方贈与税（3.7％）
1 億 1,871 万円1 億 1,871 万円

町債（9.2％）
２億 9,780 万円

国庫支出金（7.5％）国庫支出金（7.5％）
２億 4,437 万円２億 4,437 万円

自主財源
25.0％

町民税町民税

たばこ税たばこ税 その他その他

27 28 29
（年度）

30 元０

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

町税における
各税収額の推移

（億円）

歳出
町に使ったお金 31億 40 万円

（町民 1 人あたり 68 万 211 円）

令
和
元
年
度

財 政 公 表

町に入ったお金 32 億4,943 万円

区　分 金　額
①歳入 32 億 4,943 万円
②歳出 31 億 40 万円
③形式収支額（①－②） １億 4,903 万円
④翌年度へ繰越すべき財源
※翌年度に繰越した事業の財源に充当。

1,680 万円

⑤実質収支額（③－④） １億 3,223 万円
基金繰入金
※地財法第７条により基金に積み立てます。

7,000 万円

純剰余金
※翌年度会計に一般財源として繰越し。

6,223 万円

（一般会計） （一般会計）

（町民 1 人あたり 71 万 2,906 円）

依存財源
75.0％

3.0

固定資産税固定資産税

基
金
（
貯
金
）・
地
方
債
（
借
金
）

残
高
の
推
移

（年度末）
元

■地方債　■基金

10

20

25

30

40

5

0

22.622.6 22.822.8 22.422.4 22.522.5 23.023.0

25.725.7 27.427.4 28.228.2 27.027.0 27.427.4

（億円）
健
全
化
判
断
比
率
（
４
指
標
）

　　

赤
字
額
が
な
い
た
め
「−
」
と
表
示
。
ど
れ

も
早
期
健
全
化
基
準
で
あ
る
（　

）
の
値
を

下
回
っ
て
お
り
「
健
全
な
状
態
」
と
い
え
ま
す
。

資
金
不
足
比
率

　　

資
金
不
足
が
な
い
た
め
、
資
金
不
足
比

率
は
「
−
」
と
表
示
。（　

）
の
値
は
、
経

営
健
全
化
基
準
で
す
。

実質赤字比率

－（15.0）

連結実質赤字比率

－（20.0）

実質公債費比率

1.8（25.0）

将来負担比率

－（350.0）

簡易水道事業

－（20.0）

宅地造成事業

－（20.0）
30292827

基金は財政 調整 基金（約 6.8 億円）
など 12 基金を設置しています。35
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